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命 令 書

再審査申立人 ユニオン東京合同

同 Ａ

再審査被申立人 日本ブリタニカ株式会社

同 ブリタニカ・ジャパン株式会社

同 エンサイクロペディア・ブリタニカ・ホールディング・

エス・エイ

主 文

本件再審査申立てを棄却する。

理 由

第１ 事案の概要

１ 平成１３年５月３１日（以下、平成の元号は省略する 、再審査被申。）

立人日本ブリタニカ株式会社（以下「会社」という ）は、事業閉鎖に伴。

、 （ 、い 会社従業員であった再審査申立人Ａを含む全従業員を解雇した 以下
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Ａの解雇を「本件解雇」という 。Ａは、再審査申立人ユニオン東京合。）

同（以下「組合」という ）の結成に参画し、同年１２月２１日、組合結。

成と同時にこれに加入した。

、 、 、１３年１２月２６日 組合は 再審査被申立人である会社ら３社あてに

Ａの解雇撤回及び原職又は原職相当職への復帰等を議題とする団体交渉を

申し入れ、その後、組合と会社との間で、１４年２月１４日から１５年２

月１３日までの間に１０回の団体交渉（以下、この間の１０回の団体交渉

を「本件団体交渉」という ）が実施された。。

組合及びＡ（以下「組合ら」という ）は、本件解雇及び本件団体交渉。

における会社の対応が、労働組合法（以下「労組法」という ）第７条の。

不当労働行為に該当するとして １５年２月１７日 東京都労働委員会 以、 、 （

下「東京都労委」という ）に救済申立てを行った。。

２ 請求する救済内容の要旨

(1) 会社は、Ａの解雇を撤回し、原職復帰又は原職相当職の保障を行うこ

と

(2) 会社は、Ａの解雇撤回要求及び原職又は原職相当職の保障要求に関す

る団体交渉に、Ｂが出席し、誠実に応ずること

(3) 再審査被申立人ら３社による謝罪文の手交・掲示

３ 初審東京都労委は、１８年６月２０日付けで、本件申立てのうち、本件

解雇に係る申立てを却下し、その余の申立てを棄却することを決定し、同

年８月１７日に初審命令書を交付した。

、 、 、 。４ 組合らは これを不服として １８年８月２９日 再審査を申し立てた

なお、組合と会社とは本件再審査申立後も団体交渉を行い、本件団体交

渉と併せると１９年６月２６日までの間に合計３４回の団体交渉が行われ

ている。

第２ 争点
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１ 本件解雇に係る救済申立ては、労組法第２７条第２項の定める申立期間

内に行われたか。

これが肯定された場合、本件解雇は労組法第７条第１号の不利益取扱い

に該当するか。

２ 本件団体交渉における会社の対応は、労組法第７条第２号の不誠実団体

交渉に該当するか。

第３ 当事者の主張の要旨

１ 再審査申立人（組合ら）の主張

(1) 本件解雇について

ア 組合側の１４年４月１５日時点においての会社登記の検索調査によ

り、同年３月１日付けでＣが会社の取締役に就任していることが判明

し、この時点で組合らは、１３年５月３１日の全員解雇という会社側

の説明には重大な虚偽の事実があることが判明したと認識した。初審

命令がこの点を正しく採り入れることなく、単に「Ｃ経理部長ら６名

を保安要員として雇用した」のみ認定し、全員解雇問題にひそむ重大

な反労働者欺瞞行為を看過したのは重大な誤りである。

イ よって 申立期間の起算日は 全員解雇になるとした１３年５月３１、 、

日とするべきではなく、会社が不当労働行為意思をもってＡを選別解

雇したことを組合らが知った１４年４月１５日とすべきであり、本件

申立て（１５年２月１７日）は申立期間を徒過していない。

(2) 本件団体交渉について

ア 解雇撤回要求について

(ｱ) 解雇の責任を最も負うべきＢの団体交渉出席は、解雇問題に対す

る団体交渉が誠実に行われるか否かのカギをにぎるものであり、重

。 、要な意味をもつものである 本件解雇に関する団体交渉においては

解雇当時は一管理職にすぎなかったＣ交渉員によっては、いかに交
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渉権限が委譲されていようとも、形式的には団体交渉で組合側に対

応することができたとしても、内容について交渉に応じることがで

きないはずである。会社側のメンバーの構成が、解雇の正当、不当

についての問題を一切議論させず、原職又は原職相当職への復帰の

みに議論を矮小化させたことは、根本的問題である解雇撤回につい

て団体交渉が言及することを回避した不誠実な団体交渉である。

(ｲ) 初審命令は 「会社側交渉担当者としてＣらが出席していたこと、

により団体交渉の進行に支障が生じた事実は認められない」等と判

断するが、団体交渉において解雇責任問題がまったく議論されえな

かったという重大な事実が無視されている。初審命令においてＣ交

渉員によってあたかも説明がなされたかのごとく認定された会社閉

鎖に至る経緯や解雇回避努力などについては、実際の団体交渉の中

では全く語られていないのである。

(ｳ) 本件のごとき「突然の解雇」という最も激しい労働条件の改悪変

更の場合において、会社側から合理性、必然性を説明し、労働者の

納得を得る行為は不可欠なものであるにもかかわらず、会社は解雇

当時においても、団体交渉の中においても十分にしなかった。初審

命令はこのような重要な事実を正しく認定しなかったため 上記(ｱ)、

(ｲ)のような誤った判断をしたものである。

イ 原職又は原職相当職の保障要求について

(ｱ) 会社側の回答が「現在事業を閉鎖しているので、原職又は原職相

当職が存在しない」に終始し、この現状に対する会社側の一方的な

認識、見解から一歩も団体交渉が前進しないのは、組合が要求する

不当解雇等の解雇問題が団体交渉で議論の対象から除外されている

ことによるものである。

(ｲ) 会社は、組合の原職又は原職相当職の保障要求に対して 「ブリ、
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タニカ・ジャパン株式会社（以下「ＢＪＣ」という ）と会社は別。

会社である」ことを理由としていた。しかしながら、この拒否理由

は極めて合理性の乏しいものである。たしかに、会社とＢＪＣは形

式的には別会社として存在しているが、会社住所や代表取締役は同

一であること、会社の元社員がＢＪＣに移り従来の業務を継続して

行っていること等からみても全くの別会社といえないことは明らか

である。このような事実経過を正しくみれば、合理性のない拒否理

由をもって組合要求を拒否したものであり、不誠実団体交渉に相当

することは明らかである。

ウ 組合の文書提出要求等について

(ｱ) 組合は、事業閉鎖の経緯や会社の経営状況等について文書による

回答を求めたが、会社は組合の文書回答要求を拒否し、組合の質問

に対しても曖昧な説明を繰り返している。

(ｲ) 組合の会社会議室での団体交渉開催要求に対し、会社はこれを拒

否し、会社外に会場を借りて指定してきた。しかし、会社はブリタ

ニカ新労働組合（以下「新労」という ）との団体交渉は会社会議。

室で行っており、組合への対応は不当な差別的取扱いである。

(ｳ) 初審命令は、録音・議事録について、会社が共通の確認・認識を

もつことの必要性を求めた組合の要求を拒否したことに触れておら

ず、議事録の扱いについて事柄を単純化してしまっている。

エ ＥＢＩとＥＢＨＳＡとの関わりについて

解雇問題における当事者責任の所在について、１３年３月３０日以

降に開催された会社説明会でＢはシカゴ本社（エンサイクロペディア

・ブリタニカ・インコーポレイテッド（以下「ＥＢＩ」という ）を。

指す）が事業閉鎖の意思決定者としていたが、初審審査の中では、Ｃ

交渉員によりエンサイクロペディア・ブリタニカ・ホールディング・
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エス・エイ（以下「ＥＢＨＳＡ」という ）が方針の決定者であり、。

他方のＥＢＩは連絡係であったとする矛盾した証言がなされていた。

このことは、会社の不誠実団体交渉を明確に推認させる重要な事実で

ある。

(3) Ｂの証人採用の必要性について

上記(2)に述べた初審命令の誤りを正すためには、再審査においてＢ

の証人尋問は是非とも必要なものであった。全従業員解雇に至る過程に

おいて解雇回避努力が可能であったか、あるいは全くその余地がなかっ

たと会社の取締役会は判断せざるを得なかったのかは極めて重要な意味

をもつものであり、これらを全て明らかにできるのはＢの証人尋問以外

にはありえないからである。

２ 再審査被申立人（会社ら）の主張

(1) 本件解雇について

会社は、Ａに対し、１３年３月３１日、同年５月３１日をもって解雇

する旨通知したのであるから（この点は争いがない 、本件解雇に関す）

る申立てが申立期間を徒過した不適法な申立てであることは明らかであ

る。加えて、組合が設立されＡが加入したのは解雇通知から８か月以上

も経過した後の同年１２月２１日であり、解雇の時点では組合は存在す

らしていなかったのであるから、本件解雇が同人の組合加入ないし組合

活動と何の関係もないことも明白である。

また、組合は、申立期間の起算日について、全員解雇された１３年５

月３１日ではなく１４年４月１５日とすべきである旨主張するが、独自

の見解というべく採用の限りではない。

(2) 本件団体交渉について

ア 解雇撤回要求について

(ｱ) 組合は、解雇当時一管理職にすぎなかったＣ交渉員によっては交
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渉権限が委譲されていようとも内容について交渉に応じることが

できないはずであると主張するが、会社は、組合の要求事項全般

にわたって、Ｃらに交渉権限を与えており、Ｃらは解雇の理由及

び経過等に関する組合からの質問に誠実に対応している。

(ｲ) 会社は、団体交渉において解雇に関する議論を回避した事実はな

く、解雇撤回要求に関する質問にも誠実に回答しており、初審命令

には何の誤りもない。

会社は、組合が要求しているＡの解雇撤回に応じられないことを

繰り返し説明した上、解雇当時の会社の経営状態、解雇の理由及び

経過、その後の会社の状況等に関する組合からの多岐にわたる、ま

た度重なる繰り返しの質問にも誠実に回答している。

イ 原職又は原職相当職の保障要求について

、 、会社は 解雇問題を団体交渉の議論の対象から除外したことはなく

解雇撤回要求に関する質問にも誠実に回答しており、組合らが、何を

もって 「解雇撤回要求とセットであるべき原職復帰ないし原職相当、

職の保障要求が本来の姿から切り離され、団体交渉が行われた」など

と主張するのか理解に苦しむところである。

ウ 組合の文書提出要求等について

( ) 会社は、組合の決算報告書の提示要求に対し、会社は決算を公開ア

していないので決算報告書自体の提示には応じかねるものの、会社

の決算内容については団体交渉で説明する旨文書で回答した。そし

て、実際に、本件団体交渉の席上で、会社は、事業閉鎖に至るまで

の経営状況に関し、組合の質問に応じて、借入金、リース料、売上

高の推移、社員数、年間経費の総額、経費の内訳、売掛金の処理、

累積赤字などについて、具体的数値を明らかにして説明を尽くして

いたところであるから、説明が口頭によるものであったが故に不誠
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実な対応と評価されるものではない。

(ｲ) 団体交渉会場については、新労は会社が事業を閉鎖した１３年５

月３１日をもって解散しており、一方、組合が設立されＡが加入し

たのは１３年１２月であり、会社の会議室を巡る状況は大きく変化

していたのであるから、組合結成以前の新労との団体交渉会場と本

件団体交渉の会場とを比べて組合差別を論じることは無意味であ

る。

本件団体交渉においては、社外の会場で行ったことにより本件団

体交渉に支障が生じた事実はなく 「使用会場が異なることをもっ、

て会社が他組合と意図的に異なる取扱いを行ったとみることはでき

ない」との初審判断は正当である。

(ｳ) 団体交渉の録音について、会社は、録音を意識すると自由闊達な

交渉ができないので応じられない旨説明しており、何ら不誠実なも

のではない。また、議事録作成について、組合の要求に応じ、試み

に作成したところ内容に相当の隔たりがあったため共通のものを作

成するのは困難である旨説明したもので、何ら不誠実なものではな

い。

エ ＥＢＩとＥＢＨＳＡとの関わりについて

会社はＥＢＨＳＡの子会社であるが、会社の経営に関する事項は、

当然、会社が決定している。他方、親会社の立場で決定する事項につ

いては、当然、親会社であるＥＢＨＳＡが決定している。そして、会

社とＥＢＨＳＡとの連絡はシカゴに本店を置くＥＢＩを通じて行って

いるため、会社では、連絡窓口であるＥＢＩと親会社であるＥＢＨＳ

Ａを一括して「シカゴ本社」又は単に「シカゴ」と呼ぶことがあった

が 「シカゴ本社」なる法人が存在するわけではない。Ｂの会社説明、

会における「シカゴ本社」という発言の意味するところは、上記のと
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おりである。

第４ 当委員会の認定した事実

、 「 」 、当委員会の認定した事実は 初審命令理由第２ 認定した事実 のうち

、 、その一部を次のとおり改めるほかは 当該認定した事実と同一であるので

これを引用する。この場合において、当該引用する部分中「本件申立」を

「本件初審申立」と 「被申立人」を「再審査被申立人」と 「当委員会」、 、

を「東京都労委」とそれぞれ読み替えるものとする。

１ 第２の１(1)（初審命令書３頁、以下「初審命令書」との記載を省略す

る ）の「なお」以下を次のとおり改める。。

「同年５月末の閉鎖時点では、英会話教室事業が会社の事業の約９９パー

セントを占めており、残り約１パーセントは英語版百科事典（ＣＤ－ＲＯ

Ｍ版を含む）等の販売事業であったところ、事業閉鎖に伴い、上記販売事

業は同年６月、下記(2)のブリタニカ・ジャパン株式会社に移管された。

、 、 、 、なお 会社には 事業閉鎖以前 労働組合として新労が存在していたが

事業閉鎖に伴い、その後解散した。

（ ） 「 」 「 」 。２ 第２の１(2) ３頁 の 国際年鑑及び の次に 日本語版 を加える

３ 第２の１(3)（３頁）の「１００パーセント出資する子会社である 」。

を「１００パーセント出資する子会社であり、同様の子会社はほかに、米

国法人であるエンサイクロペディア・ブリタニカ・インコーポレーテッド

（以下「ＥＢＩ」という ）及びブリタニカ・ドットコム（以下「ドット。

コム」という ）がある 」に改める。。 。

４ 第２の１(5)（３頁）の末尾に改行して次を加える。

「 なお、Ａは、会社において１３年５月の解雇に至るまで業務部に所属

しており、昭和５９年１０月からは同部契約審査課において英会話教室

に関する申込書・契約書等の審査業務を行っていた 」。

同(5)に係る証拠摘示部分に「初①Ａ4頁、初⑧Ｃ42頁」を加える。
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５ 第２の２(1)（３頁）を次のとおり改める。

「(1) １３年３月３０日、会社のＢは、従業員に対し、会社の事業を閉鎖

し全従業員を解雇せざるを得なくなったことを口頭で説明し、同年４月

２日、全従業員に対し、同年５月３１日付けで解雇する旨の解雇通知書

を交付した。同通知書の添付書類には、会社は英会話教室数の削減や経

費削減等経営努力をしてきたが、ＥＢＨＳＡから、ドットコムのネット

関連事業からの撤退及び米国の景気後退等本社・子会社を取り巻く環境

も厳しいものに変化し、会社の経営を継続するための十分な資金援助が

できないこと、また、事業閉鎖の実際の手続に際しては社員をサポート

するために出来る限りの努力をすることが通告されるに至り、事業を閉

鎖することを決定した旨記載されていた。

この後、会社は、従業員を対象とした第１回説明会を１３年４月３日

に開催したのを皮切りに５月末の従業員解雇までの間に６回、従業員解

雇後の７月に１回（合計７回）開催した。会社のＢは、各回の説明会に

おいて、ＥＢＨＳＡ及び会社の経営状態、事業閉鎖に至る経緯、閉鎖に

伴う従業員への給料及び退職金の支払方法などについて、説明し質疑応

答を行った。なお、Ａは、解雇後に行われた第７回説明会を除き、解雇

前に行われた６回の説明会に出席していた。

１３年４月１２日に行われた第２回説明会において、Ａは１２年１０

月から事業閉鎖を通告した１３年３月末までの経緯を文書で提出するよ

う求めた これに対し 会社は 同年４月１６日 Ｂ及び副社長名で 社。 、 、 、 「

員の皆様へ １２年１０月から１３年３月３０日までの会社の事業撤退

報告に至るまでの経緯を説明いたします 」との文書を会社の掲示板に。

掲示した。同文書には、１２年１０月にＥＢＨＳＡからコスト削減指示

があり、基本的に合意したこと、１３年２月にＥＢＨＳＡの役員が来日

し、会社の事業の資金基盤強化のためにパートナー（資本提供者）を見
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つけるよう指示を受けたこと、同年３月２７日、ＥＢＨＳＡは会社の事

業撤退を決定し、翌２８日にＥＢＨＳＡ役員と会社役員とが電話会議を

行い、正式に５月３１日付けで会社の事業撤退の指示を受け、同月３０

日に上記のとおり全従業員に対し解雇する旨を報告したこと等が記載さ

れていた。

１３年４月１７日に行われた第３回説明会においては、従業員から親

会社と子会社との関係及び送金の流れについて文書で提出するよう求め

があり、会社は後日 「会社とＥＢＩ（シカゴ本社）との相関図及び資、

」 。 （ ）金の流れ と題する文書を掲示した 同文書は会社と本社 ＥＢＨＳＡ

とを実線で、また会社とＥＢＩとを点線で結び、会社はＥＢＨＳＡの

１００パーセント子会社であること、会社の実際のマネジメントはＥＢ

ＨＳＡとＥＢＩとの業務委託契約により、ＥＢＨＳＡが保有する他の会

社と同様にＥＢＩが行っていること、会社に対する事務的な送金業務は

本社（ＥＢＨＳＡ）によって行われることなどが記されていた。

また、同説明会において、Ｂは、退職金の分割支払いの事務代行はＢ

ＪＣが行うことが確認されていること、会社は労働債権確保のため５月

３１日の全員解雇後も倒産のかたちはとらないので基本的に存続し、何

人かが業務引き継ぎのため「保全要員」として残ること、それによって

退職金不支給となるようなことは考えていないことなどについて説明し

た。

１３年４月２６日に行われた第４回説明会においては、ＥＢＨＳＡか

ら会社に対し交付された文書（退職金を１２カ月にわたって全額支払う

旨の文書）の翻訳が読み上げられた。また、会社は倒産でなく存続する

ため登記簿上誰かが役員として残ること、Ｂにも精算業務が終わり次第

解任通知がくるであろうことなどが説明された。

第５回（１３年５月１６日）及び第６回（１３年５月３０日）の説明
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会においては、主として適格退職年金と合算した退職金の支払額、分割

、 。回数の短縮の見込み 全額支払いの確保の問題等に関し質疑が行われた

６ 第２の２(2)（４頁）を次のとおり改める。

「(2) ５月３１日、会社の全従業員が解雇され、Ａも同日付けで解雇され

た。会社は、１３年６月１日付けでＣ経理部長（当時）ら６名を保安要

員として雇用し、事業閉鎖後の顧客対応、債権者との折衝などの残務整

理を行わせた。保安要員に雇用されたのは、会社が有していた８部門の

うち事業閉鎖に伴う残務がほとんど存しなかった３部門を除く５部門の

部長・課長らの管理職５名及びＢＪＣに移管した英語版百科事典販売業

務を担当していた総務課員１名であった。

保安要員は、その後、それぞれ担当する残務整理の終了次第退職し、

１４年８月には全員会社を退職した（なお、Ｃは１３年１０月に経理部

長としてＢＪＣに採用され、１４年３月１日からは会社の取締役を兼任

している。また、上記総務課員１名は１３年９月上旬に契約社員として

ＢＪＣに採用された 。また、会社は、従業員の退職金を１２回の分。）

割で支払うこととし、１４年５月までの間、分割による退職金の支払い

が行われ、Ａ、Ｃも退職金を分割払いで受領した。

７ 第２の３(1)（５頁）の「さらに、会社は、会社の事業閉鎖及び従業員

解雇に至る経緯などについて説明した 」を「そして、組合が、会社の事。

業閉鎖と従業員解雇に際してのＢの解雇回避努力について質問をしたのに

対し、会社は、突然の解雇ではなく、ずっとシミュレーションを行ってき

、 。」たが 事業閉鎖という非常事態の中でどうしようもなかったと回答した

に改める。

８ 第２の３(2)（６頁）の「さらに、会社は」以下を次のとおり改める。

「 、 、 、 、さらに 会社は 事業閉鎖後の資産 借入金及びリース料などの状況

ＢＪＣの経営状況などに関する組合の質問に対し、①事業閉鎖当時の債権



- -13

約１億５０００万円のうち約１億４０００万円は不良債権で、残り

１０００万円については債権回収会社に預けている、②銀行債務が約５億

円残っているが１５年１２月に完済予定である、③リース料は約６０００

万円残っており、毎月３００万円返済している、④英会話事業閉鎖をした

１６校は全部の原状回復工事が終了し、一部家主との金銭的問題だけが残

っている、⑤ＢＪＣの決算は赤字で本社からの資金繰りが必要な状態であ

る旨回答した。

なお、会社は、Ｂについて「従業員を解雇して自分だけ残るというのは

あまりにも無責任」との組合の発言に対し、同社長がＢＪＣ社長に就任す

るに至った経緯に言及し、退職金支払いの目処がついた１３年９月頃転職

を予定していたところ、ＢＪＣ社長が任期切れとなったために強い要請を

受けて、転職先を断って就任した旨説明した。

また、会社は、組合からの「会社からＢＪＣに移った者」についての質

問に対し、ＢＪＣに雇用された者はＢ、Ｃ及び総務課員１名で、同課員は

１３年９月から半年毎に更新するパート契約で、会社で担当していたＣＤ

－ＲＯＭの仕事をしている旨回答した 」。

同(2)に係る証拠摘示部分に「初⑥委員長27頁」を加える。

９ 第２の３(3)（６頁）を次のとおり改める。

「(3) ４月１５日、午後７時１５分から８時１０分頃まで、第３回団体交

渉が開催された。出席者は、組合側は委員長及びＡら４名、会社側はＣ

ら２名であった。

組合は、①本件解雇撤回等要求について、雇った人間に対する責任を

果たすのが当然であり、あまりに無責任であるとして、会社が文書で回

答すること、②原職又は原職相当職への復帰要求について、ＣがＢＪＣ

に雇用されていることを指摘し、同様にＡも雇用すること、③交渉会場

を会社会議室とすること、④団体交渉にＢが出席し誠意ある回答をする
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ことなどを求めた。

これに対して、会社は、上記①のＡの解雇撤回及び原職復帰の要求に

は応じられないこと、上記②のＢＪＣでの雇用については、ⅰ仕事を探

す努力はしているが、雇用するのは雇用先の意思だから仕方がない、ⅱ

ＢＪＣの設立当初の社員はリストラで全員辞めている、ⅲＣはＢＪＣの

経理部長の辞職により就任の申入れを受けたもので現在ＢＪＣに人員の

空きはない旨回答した。

、 、 、さらに 組合は Ｃが会社の取締役になっていることについて質問し

会社は、会社の取締役の退任が確定し、商法上取締役の人数が必要なた

め就任した旨回答した。また、会社は、上記③の交渉会場については、

別会社の会議室であるため応じられないこと、上記④のＢの出席要求に

ついては、Ｂに組合の要求を伝えること、及び団体交渉には会社から交

渉権限を付与された者が臨んでいることをそれぞれ回答した。

また、この際、組合が、このような団体交渉を続けても何の進展もな

く意味がないとの発言をしたのに対し、会社は、このままでは平行線で

何ら進展がないと思うので、何か他に要求はないかと組合へ尋ねた。こ

れに対して、組合は、他の要求はなく、本件解雇撤回等要求のみである

旨を回答した。

さらに、会社は、事業閉鎖時の従業員に対する退職金の支払いについ

ての経緯、及び組合が会社前で行った情宣活動について会社が組合へ送

付した通知書の記載内容に関する組合の質問に対し、①退職金の支払保

障をしなかったのはＥＢＨＳＡも大赤字の状態であったから、②組合の

「 」 「 」 、いう 不誠実団体交渉 及び 全員解雇ではなかった の文言について

団体交渉は誠実に対応しているつもりである旨、全員が解雇されたもの

である旨、ＢＪＣは別会社なので再雇用ではない旨、会社が「倒産」を

避けたのは退職金を払うためであった旨回答した。
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１０ 第２の３(4)（７頁）の「礼儀としても不誠実である旨述べた 」の次。

に改行して次のとおり加える。

「 また、閉鎖に至る経緯に関する組合の質問に対し、会社は、ドットコ

ムのネット関連事業に莫大な経費がかかり数百億円の欠損があること、Ｅ

ＢＨＳＡは収益以外に役員の個人資産からも欠損金等の支払をしているこ

と、そのような状況でこれまで会社存続の方針であった役員が替わり会社

の事業を閉鎖することとなったことを回答した 」。

また 「これに対して、会社は 」の次に「Ｂ名による」を加え、末尾、 、

に「また、同回答書には、上記「回答要求書」の記載内容について 「な、

お 「シカゴ本社」とあるのはＥＢＩのことと思われますが、これは当社、

の本社ではありません 」と記載されていた 」を加える。。 。

１１ 第２の３(5)（７～８頁）の「組合が 」から「会社は、従前と同趣旨、

の回答を行った 」までを次のとおり改める。。

「 組合は、会社側出席者は交渉権を有しているという認識でよいかを確

認し、会社は出席者は交渉権を有していると回答した。また、組合が解雇

、 、撤回 原職または原職相当職の保障に対する会社の考えを質したのに対し

会社は、繰り返し説明してきたとおり、解雇撤回や再雇用の要求には応じ

られない旨回答した 」。

また 「会社閉鎖が行われた経緯などについて」以下を次のとおり改め、

る。

「ＥＢＨＳＡが会社の事業閉鎖を決定するに至った経緯などについて、①

会社の売上高は１０年の決算では約３０億円であったが、１１年は約８億

円、１２年、１３年は約５億円前後であった、②１２年以降の年間の経費

の総額は約３０億円で、その内訳は賃金総額約１２億円、英会話教室の家

賃約１２億円、残りはマーケティング費用、③事業閉鎖時の会社の借入金

は約７億円、④１２年の売掛金の回収率について約２０パーセントが不良
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債権であったがその分も多少回収し、１３年３月時点での不良債権は約２

億円であった、⑤閉鎖に関するＥＢＨＳＡと会社との間のやり取りは電話

やＥメールにより行われていた、⑥ドットコムのネット関連事業に対して

世界的に莫大な金額が流出していた状態を止めるため一気に閉鎖というこ

とになった旨回答した 」。

同(5)に係る証拠摘示部分に「甲53」を加える。

１２ 第２の３(6)（８頁）の「さらに、会社は」以下を次のとおり改める。

「さらに、組合は、会社とＥＢＨＳＡ、ＥＢＩとの関係について質問する

、 。 、とともに 事業閉鎖決定に関する文書を提示するよう求めた これに対し

会社は、①ＥＢＨＳＡは持株会社で会社の親会社である、②ＥＢＩはＥＢ

ＨＳＡが決定した事項を伝達する連絡窓口で、会社とＥＢＩ間に上下関係

はない、③事業閉鎖決定に関する文書を見たわけではない旨回答した 」。

１３ 第２の３(7)（９頁）の「さらに、会社が 」から「改めて求めた 」ま、 。

でを次のとおり改める。

「 さらに、組合が事業閉鎖決定に関する文書の提出要求を改めて行った

のに対し、会社は、文書の提出には応じられない旨回答した。また、会社

が税務上の繰越欠損金が８０億円に及ぶことなど会社の経営状況について

説明したのに対し、組合は、過去１０年分の決算書を提出するよう改めて

求めた。これに対し、会社は、過去の書類は倉庫に行って調べたが見つか

らない、とりあえず調べるが、１０年分なんてないと回答した 」。

１４ 第２の３(8)（９頁）の「Ｅメールの記載内容について」から「全て物

語っている旨の回答をした 」までを次のとおり改める。。

「事業閉鎖決定に関する文書の提出及びＢの出席要求についてはいずれも

応じられない旨を改めて述べた。また、本件解雇撤回等要求については、

。 、毎回繰り返し回答しているとおりで内容に変更がない旨を述べた さらに

会社は、決算書の提示要求について、会社決算書は探し、最近分は存在す
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るが、組合に対する提示は行わないとし、その理由として、税務上の繰越

欠損金が８０億円に上っており、この数字が「全てを物語っている、とい

うことです 」と回答した 」。 。

（ ） 「 、 」 。１５ 第２の３(9) １０頁 の さらに 会社は 以下を次のとおり改める

「 さらに、組合は、解雇の経緯について文書で提出するよう求めるとと

もに事業閉鎖の回避努力について質問した。これに対し、会社は、①文書

の提出には応じられない、②資金についてはＥＢＨＳＡに毎月要求してい

た、③ＥＢＨＳＡから資金援助は１３年４月までと通知されたが努力して

５月まで延ばした旨回答した 」。

１６ 第２の３(10)（１０頁）の「会社は、従前と同趣旨の回答を行った 」。

以下を次のとおり改める。

「会社は、解雇撤回については会社が事業再開することは不可能であり応

じられない旨、Ｂの出席については、解雇に至る経緯に関しＢから全て聞

いており交渉担当者で務まるとして要求には応じられない旨回答した。ま

た、組合は、交渉会場を会社会議室とするよう改めて求めたが、会社は、

組合の求める会議室は他社の会議室であり、業務で常時使用されていると

して応じられない旨回答した。

さらに、組合は、解雇に至る経緯と解雇回避努力について、また、Ｃが

ＢＪＣの経理部長に採用された経緯について質問した。これに対し、会社

は、①会社存続のため何か月もシミュレーションを行ったりパートナーを

探すなどしていたが、ＥＢＨＳＡから資金がないと言われ解雇に至った、

②Ｃは解雇された後、保安要員として残務整理を行う中で再就職先を探し

１３年７月には内定していたが、同年９月末にＢＪＣの経理部長が辞職し

たことにより後任者としてＢＪＣに採用されたものである旨回答した 」。

１７ 第２の３(11)（１０頁）の「なお、組合と会社とは、本件申立て後、審

問を終結するまでの間に、１５回の団体交渉を実施した 」を削る。。
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１８ 第２の３(11)（１０頁）の次に(12)として次のとおり加える。

「(12) 組合と会社とは上記本件初審申立て後、１７年１２月２０日（初審

審問終結日）までの間に、本件解雇撤回等要求を議題として１５回にわ

。 、 、たり団体交渉を行った そして 本件再審査申立て後も団体交渉を行い

本件団体交渉と併せると１９年６月２６日までの間に合計３４回の団体

交渉が行われた。

初審審問終結日までの１５回の団体交渉において、組合の解雇撤回要

求に対し、会社は、営業再開は不可能であり解雇撤回には応じられない

旨回答した。また、原職又は原職相当職の保障について組合がＢＪＣで

の雇用を求めたのに対し、会社は、①ＢＪＣは別会社でありＢＪＣでの

原職相当職を保障することはできない、②ＢＪＣはＡの原職に相当する

ような顧客管理業務を行っていない旨回答した。

さらに 会社は 事業閉鎖の回避努力に関する組合の質問に対し １２、 、 、

年１２月頃から会社存続のためのシミュレーションを行ったり、パート

ナーを探すなどしていたが、ＥＢＨＳＡから資金援助できないとされた

ことから内部的に資金調達ができない状況となり解雇に至った旨回答し

た。

また、組合が、①交渉会場を会社会議室とすること、②団体交渉内容

をテープレコーダーに録音すること、③団体交渉にＢが出席することを

求めたのに対し、会社は、いずれの要求にも応じられない旨回答した。

③について組合が、解雇した当事者であるＢが団体交渉に出席し解雇の

合理性について説明するべきである旨述べたところ、会社は、ＢはＡも

出席していた説明会で事業閉鎖に至る経緯等を説明し質問にも答えてお

り、組合の解雇撤回要求が変わらなければＢが出席しても会社の回答は

従前と同じであるので応じられない旨回答した。

さらに、組合が、Ｃは保安要員として雇用され、その後ＢＪＣに採用
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されたこと等から全員解雇されたものではないと主張していることに対

し、会社は、①Ｃも会社から解雇されたこと、②ＢＪＣの経理部長の後

任にＣが採用されたことについてＢは一切関与していないことを述べ

た。

第５ 当委員会の判断

１ 争点１（本件解雇に係る救済申立ては、労組法第２７条第２項の定める

申立期間内に行われたか ）について。

組合らは、本件解雇に係る申立てについて、申立期間の起算日は、全員

解雇になるとした１３年５月３１日とするべきでなく、会社が不当労働行

為意思をもってＡを選別解雇したことを組合らが知った１４年４月１５日

とすべきである旨主張する（前記第３の１(1) 。）

しかしながら、前記認定によれば、会社は、Ａに対し、１３年３月３０

日に全従業員を解雇する旨を口頭で説明し、同年４月２日に５月３１日付

けで解雇する旨の解雇予告通知書を交付し、同年５月３１日にＡを含めた

全従業員を解雇していることが認められるところ（前記第４でその一部を

改めて引用した初審認定事実（以下「初審認定事実」という ）第２の２。

(1)(2) 、本件解雇は１３年５月３１日付けで行われた一回限りの行為で）

あるから、同日が申立期間の起算日であると認められる。これに反する組

合らの主張は採用の限りではない。

したがって、本件解雇に係る申立て（１５年２月１７日申立て）は、労

組法第７条第１号の不利益取扱いの成否について判断する必要はなく、申

立期間（労組法第２７条第２項）を徒過したものとして却下を免れない。

よって、この点に関する初審判断は相当である。

２ 争点２（本件団体交渉における会社の対応は、労組法第７条第２号の不

誠実団体交渉に該当するか ）について。
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(1) 解雇撤回要求について

ア 本件団体交渉の議題である解雇撤回要求について、会社の対応の当

否について検討する。

組合らは、会社の対応は不誠実団体交渉であるとして、①本件解雇

に関する団体交渉においては、ＢではなくＣ交渉員では形式的には団

体交渉で組合側に対応できても、内容について交渉に応ずることはで

きない旨、②原職又は原職相当職への復帰のみに議論を矮小化させた

ことは、根本問題である解雇撤回について団体交渉で言及することを

回避した不誠実な団体交渉である旨、③会社閉鎖に至る経緯や解雇回

避努力については交渉は行われていない旨、④会社は本件解雇の合理

、 （ ）。性 必然性を十分に説明していない旨主張する 前記第３の１(2)ア

これに対して、会社は、①組合の要求事項全般にわたって、Ｃに交渉

権限を与えている旨、②団体交渉において解雇に関する議論を回避し

た事実はない旨、③解雇当時の経営状態や解雇理由について、繰り返

しの質問にも誠実に回答している旨主張する（同２(2)ア 。）

イ そこで、本件団体交渉における、組合の解雇撤回要求についての会

社の対応をみると、以下の事実を認めることができる。

(ｱ) 第１回団体交渉において、解雇撤回の要求及び社長の解雇回避努

力についての質問に対し、会社は、１３年５月３１日をもって全て

の事業を閉鎖した後営業活動を一切行っておらず、残務整理中であ

るため解雇の撤回には応じられない旨の１４年２月１４日付「回答

書」を組合へ交付するとともに、会社存続のためにシミュレーショ

ンを行ってきたが事業閉鎖は避けられなかった旨を回答し、また、

社長出席要求に対しては、Ｃらに交渉権限を与えて団体交渉に臨ん

でいる旨回答していること（初審認定事実第２の３(1) 。）

(ｲ) 第２回団体交渉において、事業閉鎖後の資産等に関する質問に対
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し、会社は、事業閉鎖時の不良債権、銀行債務、リース料の残高に

ついて具体的な金額を挙げて回答し、ＢＪＣの決算の状態等につい

ても回答し、また、ＢがＢＪＣ社長に就任するに至った経緯に言及

、 、し 強い要請を受けて転職先を断って就任した旨回答するとともに

他にＢＪＣに雇用された者はＣと半年のパート契約の総務課員１名

である旨回答していること（同(2) 。）

(ｳ) 第３回団体交渉において、組合の社長出席要求に対し、会社は、

社長に組合の要求を伝える旨、団体交渉には交渉権限を付与された

者が臨んでいる旨回答し、また、Ａの原職又は原職相当職への復帰

要求について、ＢＪＣの状況やＣがＢＪＣの経理部長及び会社の取

締役に就任した経緯を述べ、組合の要求に応じられない旨回答して

いること（同(3) 。）

(ｴ) 第４回団体交渉において、閉鎖に至る経緯に関する質問に対し、

会社は、ドットコムのネット関連事業に莫大な経費がかかり数百億

円の欠損がある旨、ＥＢＨＳＡの役員の個人資産からも欠損金等の

支払いをしている旨、会社存続の方針であった役員が替わり事業を

閉鎖することになった旨回答していること（同(4) 。）

(ｵ) 第５回団体交渉において、組合の決算書の提出要求に対し、会社

は、１３年の売上高は約５億円であり、経費の総額は約３０億円、

賃金総額は約１２億円、事業閉鎖時の借入金は約７億円であるなど

と具体的金額を挙げて回答していること、会社側出席者は交渉権を

有している旨回答していること（同(5) 。）

(ｶ) 第７回団体交渉において、本件解雇の撤回等の要求については、

検討したが応じられない旨、会社の経営状況について、税務上の繰

越欠損金が８０億円に及ぶ旨回答していること（同(7) 。）

( ) 第９回団体交渉において、事業閉鎖の回避努力に関する質問に対キ
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し、会社は、資金についてはＥＢＨＳＡに毎月要求をし、ＥＢＨＳ

Ａからの資金援助を努力して１３年５月まで延ばした旨を回答して

いること、また、組合が本件解雇撤回等の要求を改めて行ったこと

に対し、要求に応えられない旨回答していること（同(9) 。）

(ｸ) 第１０回団体交渉において、会社は、本件解雇撤回等の要求に対

、 、し 事業再開することは不可能であり解雇撤回には応じられない旨

社長の出席要求に対し、解雇に至る経緯に関しＢから全て聞いてお

り交渉担当者で務まる旨回答していること、また、解雇回避努力に

ついての質問に対し、会社は、会社存続のために、何か月もシミュ

レーションを行ったり、パートナーを探すなどしていた旨回答し、

Ｃは、解雇後保安要員として残務整理を行っていたことやＢＪＣに

採用された経緯について、内定していた再就職先を断り、辞職する

経理部長の後任として採用された旨回答していること（同(10) 。）

ウ 上記各事実に基づき、会社の対応の当否について以下判断する。

( ) まず、団体交渉担当者・出席者についてみると、組合らはＣではア

内容について交渉には応じられない旨主張し（上記ア 、本件団体）

交渉においてもＢの出席を要求している。しかしながら、①団体交

渉の席に誰を出席させるかは、当事者が自主的に定めるものである

ところ、Ｃは会社の経理部長として一定の権限を有する管理者であ

ったこと（初審認定事実第２の２(2) 、②本件団体交渉時におい）

て、Ｃらが交渉権限を付与されて団体交渉に出席している旨繰り返

し表明していること（上記イ( )( )(ｵ)(ｸ))、③下記に判断するとア ウ

おり、本件解雇撤回等の要求に対して、Ｃは実質的な説明・回答を

行っており、本件団体交渉の進行に支障が生じていたとは認められ

ないことからすると、会社がＣらを交渉担当者としたことをもって

不誠実な交渉態度であったということはできない。
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( ) 次に、組合らは、根本問題である解雇撤回について団体交渉で議イ

論することを回避した不誠実な団体交渉である旨主張する（上記

ア 。上記各事実からすると、①本件団体交渉において、会社は既）

に事業を閉鎖しており、解雇撤回要求には応じられない旨を繰り返

し回答していること（上記イ( )( )( )(ｸ) 、②会社は、１３年３ア カ キ ）

月３０日以降に行われた説明会において、事業閉鎖に至る経緯を明

らかにしており、Ａもこの説明会に出席していたこと（初審認定事

実第２の２(1) 、③本件においては、事業閉鎖に伴う全従業員解）

雇から約７ヶ月という相当な期間が経過した後に本件団体交渉が実

施されたものであること（同３(1)）を併せ考えると、上記の会社

の対応をもって、会社がことさら解雇撤回について議論を回避して

いたなどということはできない。よって、組合らの主張は採用でき

ない。

( ) さらに、組合らは、会社閉鎖に至る経緯や解雇回避努力についてウ

交渉は行われていない旨主張する（上記ア 。しかしながら、本件）

団体交渉において、①会社は事業閉鎖時の不良債権額等、１３年の

売上高等、税務上の繰越欠損金について具体的な金額を挙げて説明

するとともに、事業閉鎖に至る経緯についても説明しており（上記

イ( )(ｴ)( )( ) 、また、②ＥＢＨＳＡに資金援助を求めたり、パイ オ カ ）

ートナー（資金提供者）を探すなどの解雇回避の努力をした旨の説

明をしている（上記イ( )( )(ｸ)）ことからすると、会社は事業閉ア キ

鎖に至る理由・経緯及び解雇回避努力について再三にわたって説明

、 。を行っていることが認められるから 組合らの主張には理由がない

(ｴ）加えて、組合らは、会社は本件解雇の合理性、必然性について十

分説明していない旨主張する（上記ア④ 。）

上記(ｳ)に説示したとおり、会社は事業閉鎖に至る理由・経緯及
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び解雇回避努力について説明を行っており、このことは本件解雇の

合理性等についても説明をしたということができる。上記組合らの

、 、 、主張の趣旨は必ずしも明瞭ではないが 委員長は 陳述書において

、 （ 、 ）、本件解雇が差別的 選別的になされたとしていること 甲94 6頁

再審査において、かつて社員であったＣ、Ｂ、総務課員１名が、現

在ＢＪＣにいるということは、組合らにとっては差別的、選別的選

抜である旨証言していること（再①委員長61頁）を併せ考えると、

Ｃらが保安要員として雇用され その後ＢＪＣに採用されたこと 初、 （

審認定事実第２の２(2)）をもって本件解雇には合理性はないとし

て、この点についての会社の説明は不十分であるという趣旨の主張

であるとも善解することができる。

、 、そこで検討するに ①１３年４月１７日の第３回説明会において

Ｂは、会社は労働債権確保のために全員解雇後も倒産のかたちはと

らないで基本的に存続し、何人かは「保全要員」として残る旨説明

していること（同２(1) 、②保安要員に雇用されたのは事業閉鎖）

に伴う残務がほとんど存しなかった部門を除く５部門の管理職５名

とＢＪＣに移管した英語版百科事典販売業務を担当していた総務課

員１名であったこと（同２(2) 、③１４年４月１５日の第３回団）

体交渉や１５年２月１５日の第１０回団体交渉において、会社は、

「 」 、 、倒産 を避けたのは退職金を払うためであったこと Ｃは解雇後

保安要員として残務整理を行っていたこと、ＣがＢＪＣに採用され

た経緯について回答していること（同３(3)(10))が認められる。こ

のように会社が労働債権を確保するために会社を存続させ、残務整

理のための保安要員を雇用したこと（上記①②）には、相当な理由

があったということができる。

そして、この点に関する会社説明会におけるＢの説明と、本件団
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体交渉時におけるＣの組合に対する回答は内容的に一致している

（上記①③ 。また、Ｃが保安要員に雇用され、その後ＢＪＣに採）

用された経緯についても、本件団体交渉において会社は説明を行っ

ている（上記イ(ｸ) 。）

上記のとおり、会社は本件団体交渉において事業閉鎖後保安要員

を雇用することの必要性等について組合に対し十分に説明を行って

いたと認められるから、この点についても不誠実な交渉態度であっ

たということはできない。よって、組合らの主張は失当である。

(ｵ）上記に判断したとおり、解雇撤回要求について、会社は組合の質

問に対して具体的な回答や説明を行っており、会社の立場を明確に

示しているものであるから、本件団体交渉時における会社の対応を

もって不誠実な交渉態度であったということはできない。

(2) 原職又は原職相当職の保障要求について

ア 本件団体交渉の議題である原職又は原職相当職の保障要求につい

て、会社の対応の当否について検討する。

組合らは、会社の対応は不誠実団体交渉であるとして、①原職又は

原職相当職が存在しないとの見解から前進しないのは、組合が要求す

る解雇問題が団体交渉で議論の対象から除外されていることによる

旨、②原職又は原職相当職の保障要求の拒否理由（ＢＪＣと会社は別

会社であるとするもの）には合理性はない旨主張する（前記第３の１

(2)イ 。これに対して、会社は、解雇問題を団体交渉の議論の対象）

から除外したことはない旨主張する（同２(2)イ 。）

イ そこで、本件団体交渉における、組合の原職又は原職相当職の保障

要求についての会社の対応をみると、以下の事実が認められる。

( ) 第１回団体交渉において、原職復帰または原職相当職の保障要求ア

に対し、会社は１３年５月３１日をもって全ての事業を閉鎖した後
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営業活動を一切行っておらず、残務整理中であるため解雇の撤回及

び原職要求に応じられない旨の内容を記載した２月１４日付「回答

書」を組合へ交付していること（初審認定事実第２の３(1) 。）

( ) 第２回団体交渉において、会社は、事業閉鎖の後は残務整理を行イ

っているのみでＡの原職復帰は不可能である旨、ＢＪＣでの新規雇

用についても、別会社であり応じられない旨回答していること（同

(2) 。）

( ) 第３回団体交渉において、組合が、原職復帰の要求等について文ウ

書で回答することを求めたのに対し、ＢＪＣでの雇用については、

雇用先の意思だから仕方がなく、ＢＪＣの設立当初の社員はリスト

ラで全員辞めていて 現在人員の空きはない旨回答していること 同、 （

(3) 。）

( ) 第１０回団体交渉において、ＣがＢＪＣの経理部長に採用されたエ

経緯に関する質問に対し、会社は、Ｃは解雇された後、保安要員と

して残務整理を行っており、ＢＪＣの経理部長が辞職したことによ

り後任者として採用された旨を回答していること（同(10) 。）

ウ まず、組合らは上記ア①の主張の中で、解雇問題が団体交渉の議論

の対象から除外されているというが、先に説示したとおり（上記(1)

ウ 、会社がことさら解雇撤回について議論することを回避していた）

ということはできないから、組合らの上記主張は採用できない。

次に、組合らは、会社とＢＪＣは別会社であるとする会社の拒否理

由には合理性がない旨主張する（上記ア② 。しかしながら、会社と）

ＢＪＣは別個の法人であることは事実であるから（初審認定事実第２

の１(1)(2) 、本件団体交渉において、会社がＡのＢＪＣへの再就職）

（組合のいう原職又は原職相当職への保障）は困難である旨の回答を

したことは（上記イ( )( )）やむを得ないものであった。また、会社イ ウ



- -27

はＡに対して、既に退職金の支払いを完了していること（初審認定事

実第２の２(2)）も考慮すると、会社の対応をもって不誠実な交渉態

度であったということはできない。

(3) 組合の文書提出要求について

組合らは、会社は事業閉鎖の経緯や会社の経営状況等について文書回

答を拒否し、組合の質問に対し曖昧な説明を繰り返していると主張する

（前記第３の１(2)ウ( ) 。これに対して、会社は事業所閉鎖に至るまア ）

での経営状況について、具体的数値を明らかにして説明を尽くしていた

旨主張する（同２(2)ウ( ) 。ア ）

この点について検討するに、会社は組合の文書提出要求に応ぜず、団

体交渉における説明はすべて口頭で行われたことが認められる（初審認

定事実第２の３ 。しかし、上記(1)で判断したとおり、会社は、解雇）

当時の経営状態、解雇の理由及び経過、その後の会社の状況及び関係会

社の状況等について、組合の質問がある都度、繰り返し説明しているこ

と、組合が把握しうる程度に、事業閉鎖に至るまでの経営状況等につい

て具体的数値を使いながら再三説明がなされていること、及びＢが会社

説明会でした説明と第１０回団体交渉に至るまでの説明の内容とに食い

違いがなく一貫していると認められることから、少なくとも本件団体交

渉に関しては、文書提出をしなかった会社の対応が不誠実な交渉態度で

あったということはできない。

(4) ＥＢＩとＥＢＨＳＡとの関わりについて

組合らは、会社説明会においてＢはシカゴ本社（ＥＢＩ）が事業閉鎖

の意思決定者であるとしていたことと、初審においてＣ証人がＥＢＨＳ

Ａが方針の決定者であり、ＥＢＩは連絡係であると証言したことは矛盾

しており、このことは会社の不誠実団体交渉を示すものである旨主張す

る（前記第３の１(2)エ 。しかしながら、第６回団体交渉において、）
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組合の会社とＥＢＩ、ＥＢＨＳＡとの関係についての質問に対し、会社

はＥＢＨＳＡは持株会社で親会社であり、ＥＢＩはＥＢＨＳＡの決定事

項を伝達する連絡窓口である旨説明していること（初審認定事実第２の

３(6)）からみても、会社がＥＢＨＳＡとＥＢＩを一括して「シカゴ本

社」と呼んでいたことは明らかであるから、組合らの上記主張は採用で

きない。

(5) 団体交渉会場及び録音・議事録について

組合らは、①団体交渉会場について、会社は新労との団体交渉は会社

会議室で行っていたことから、組合への対応は不当な差別的取扱いであ

る旨、②録音・議事録について、会社は共通の確認・認識をもつことの

必要性を求めた組合の要求を拒否した旨主張する（前記第３の１(2)ウ

( )( ) 。イ ウ ）

しかしながら、①新労が団体交渉を行っていたのは会社の事業閉鎖前

であって、事業閉鎖後とは状況が異なっており、組合と新労との団体交

渉の会場が異なることにより会社が意図的に差別的取り扱いを行ったと

みることはできず、また、②会社は一旦交渉内容を記載した書面を作成

し、交付したものの、組合作成の議事録とは内容に齟齬があり、共通の

書面を作成することが困難であるから、以後、議事録を交換する必要が

ないと判断したものであり、これらの会社の対応については誠実でない

ということはできない。

(6) 以上に判断したとおりであるから、本件団体交渉時における会社の対

応は不誠実な交渉態度であったとはいうことはできない。また、組合と

会社は本件初審申立後も初審審問終結日（１７年１２月２０日）までの

間に１５回にわたって団体交渉を行っているが（初審認定事実第２の３

(12) 、これらの団体交渉における会社の対応についても不誠実な交渉）

態度であるということはできない。
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したがって、本件団体交渉における会社の対応は不当労働行為に当た

らないとした初審判断は相当である。

３ ＥＢＨＳＡ及びＢＪＣに対する救済申立てについて

組合らは、上記２社をも被申立人として不当労働行為救済申立てをして

いる。しかしながら、上記２社が会社とは別に不当労働行為を行ったとす

る具体的事実の疎明はない。よって、この点に関して、組合らの救済申立

てを棄却した初審判断は相当である。

４ Ｂの証人採用の必要性等について

組合らは、本件再審査においてＢの証人尋問が必要であったと主張する

（前記第３の１(3) 。）

１９年１２月１４日、組合らはＢに係る証人等出頭命令の申立てを行っ

た。当委員会は、会社に対し意見書の提出を求めた上で検討し、本件に関

する事実認定に必要な主張立証は、初審及び再審査において既に行われて

きており、Ｂに対し証人として出頭を命じて証言を求める必要はないと判

断し、組合らの証人等出頭命令申立てを却下した。

なお、組合らは、本件再審査において、会社に偏った公平、公正を欠く

審査指揮が行われたなどとも主張するが、単に審査指揮に対する不満を表

明しているものに過ぎず採用の限りでない。

以上のとおりであるから、本件再審査申立てには理由がない。

よって、労組法第２５条、第２７条の１７及び第２７条の１２並びに労働委

員会規則第５５条の規定に基づき、主文のとおり命令する。

平成２０年７月２日

中 央 労 働 委 員 会
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印第一部会長 渡 辺 章 ○


